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2,892

事業
概要

1,010
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現状と
背景

市税の収納管理、督促状・催告書の送付、財産調査、滞納処分（差し押さ
え）などを行っているもので、市税の収納管理及び徴収のための経費を予
算化している。

市税の収納管理事務及び徴収事務（督促状・催告書の発送等納付勧奨、
財産調査、滞納処分（差し押さえ））を行い、市税収入の確保、収入率の向
上、負担の公平を図る。

市税収入は、地方自治の根幹である。国から地方への税源移譲、財政問
題により、市税収入を確保することは、益々重要となっている。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

総　務　費

徴　税　費

補助単独の別

2,917

 

 

徴　収　費

当初要求　②

前年度

①

2,958

1,010

1,882

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 1,040

1,918

収　税　課

市税徴収事務費

 単独

所管課

0

▲ 66

0

0

増減

その他

⑥－①


